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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 9,911 △0.3 △62 ― △42 ― △258 ―

22年3月期第3四半期 9,942 △5.9 △27 ― △23 ― △41 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 △14.62 ―

22年3月期第3四半期 △2.33 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 17,407 10,485 60.2 592.76
22年3月期 18,327 10,829 59.1 612.16

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  10,485百万円 22年3月期  10,829百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  

（注）平成23年３月期の期末の配当については現在のところ具体的な金額は未定であります。 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 3.50 3.50
23年3月期 ― 0.00 ―

23年3月期 
（予想）

― ―

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 16,300 1.2 360 △21.3 370 △20.6 65 △80.0 3.67



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。なお、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取
引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・ 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項については、四半期決算短信（添付資料）３ページ「業績予
想に関する定性的情報」をご覧ください。 
・ 当社グループは、適正な利潤の確保に努め、健全な発展と永続性のもと、収益状況に対応した安定適性な配当維持に努力することを基本方針としてお
ります。また、内部留保をさらに充実し、企業体質の強化と将来の事業展開に備えたいと考えております。平成23年３月期の配当につきましては、経営環
境の先行きが不透明であることから、今後の実績や財務状況等を総合的に勘案したうえで判断させていただきたく、現時点では未定とさせていただきま
す。配当予想を決定次第、速やかに開示いたします。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3.4「その他」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q  17,930,000株 22年3月期  17,930,000株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  240,329株 22年3月期  239,776株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q  17,690,042株 22年3月期3Q  17,690,263株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円高の進展に伴う輸出の減速、駆け込み需要の反動による個

人消費の落ち込みなどにより、足踏み状態となっております。鉱工業生産は、輸出の減速やエコカー補助金終了に伴

う大幅な落ち込みなどにより夏頃から弱めの動きとなっており、円高の進展に伴う業績悪化懸念と合わせ、先行きは

依然不透明な状況にあります。 

 当社グループの属する建設業界につきましては、土木事業分野においては、民主党政権下での公共工事の削減とゼ

ネコンの低価格入札による競争激化・受注価格の低下、また、建築事業分野においては、住宅版エコポイント制度・

金利優遇策などの政策効果から持ち直しの動きは見られるものの、雇用・所得環境の悪化から新設住宅着工戸数は依

然低水準で推移しており、両事業分野共に、厳しい事業環境が続いております。 

 このような状況下、当社グループは、業界トップ水準の技術力・収益力・財務体質の堅持・向上を目指す平成23年

度中期計画（平成21～23年度）の基本方針である「勝ち残りへの変革と飛躍への基盤強化」に向け、全社員・グルー

プ会社一丸となり、徹底した拡販とコスト削減に取り組みました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高99億11百万円（前年同期比0.3％減）、営業損失62百万円

（前年同期は27百万円の損失）、経常損失42百万円（前年同期は23百万円の損失）となりました。四半期純損益につ

きましては、資産除去債務の計上、税金負担増等により、２億58百万円の損失（前年同期は41百万円の損失）となり

ました。 

  

セグメント業績は次のとおりであります。 

土木 

 主力のセグメント部門の売上高は、関西地区の道路向けプロジェクトが増加したこと等により、40億17百万円（前

年同期比33.8％増）となりました。土木部門の売上高は、「舗装版」・「モジュラーチ」が減少したことを主因とし

て、30億76百万円（前年同期比27.2％減）となりました。 

 以上の結果、土木事業全体の売上高は70億93百万円（前年同期比1.8％減）、営業利益は71百万円（前年同期比

16.5％増）となりました。  

  

建築 

 戸建鉄筋コンクリート住宅を担当する100％子会社のレスコハウス株式会社は、抜本的な収益力強化に取り組んで

おります。営業面では、江戸川展示場の新設（12月オープン）、新商品である都市型デザインコンクリート企画住宅

「オイコス」の販売開始、首都圏一斉現場見学会の開催、提携先企業の拡大などにより、受注の確保・拡大に全力で

取り組んでおります。また、コスト面では、協力会社と一体となったコスト削減と工場の生産性向上に努めておりま

す。建築事業全体の売上高は28億17百万円（前年同期比3.7％増）、営業損失は１億34百万円（前年同期は88百万円

の損失）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 ① 資産、負債及び純資産の状況   

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は174億７百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億19百万円減少しま

した。流動資産につきましては111億32百万円となり、７億15百万円減少しました。これは、たな卸資産（前連結

会計年度増減額12億40百万円）は増加したものの、受取手形及び売掛金（同△16億91百万円）・現金及び預金（同

△４億17百万円）が減少したことが主な要因であります。固定資産につきましては、62億74百万円となり、２億３

百万円減少しました。これは、有形固定資産（同△１億63百万円）・投資有価証券（同△43百万円）が減少したこ

とが主な要因であります。 

 当第３四半期連結会計期間末の負債は69億21百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億76百万円減少しまし

た。流動負債につきましては56億46百万円となり、８億54百万円減少しました。これは、支払手形及び買掛金（同

３億17百万円）は増加したものの、短期借入金（同△９億円）・未払費用（同△２億８百万円）が減少したことが

主な要因であります。固定負債につきましては、12億74百万円となり、２億78百万円増加しました。これは、資産

除去債務（同１億33百万円）が増加したことが主な要因であります。 

 当第３四半期連結会計期間末の純資産は104億85百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億43百万円減少しま

した。これは、利益剰余金（同△３億20百万円）・その他有価証券評価差額金（同△22百万円）が減少したことが

主な要因であります。以上の結果、自己資本比率は60.2％となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



② キャッシュ・フローの状況  

 当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

４億17百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末には21億84百万円となりました。 

  

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、９億73百万円の収入（前年同期は10億73百万円の収入）となりました。

税金等調整前四半期純損失（△１億49百万円）、たな卸資産の増加額（△12億40百万円）等の減少要因がありまし

たが、売上債権の減少額（16億91百万円）、減価償却費（３億63百万円）、仕入債務の増加額（３億17百万円）等

の増加要因があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、４億26百万円の支出（前年同期は２億21百万円の支出）となりました。

有形固定資産の取得による支出（△４億36百万円）が主なものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、９億65百万円の支出（前年同期は７億52百万円の支出）となりました。

短期借入金の返済による支出（△９億円)が主なものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年３月期の業績予想につきましては、現時点において平成22年10月26日公表数値からの変更はございませ

ん。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１．簡便な会計処理  

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法  

   貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決

算において算定した貸倒実績率を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。 

② 棚卸資産の評価方法 

   棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算定しております。 

   また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行っております。 

③ 固定資産の減価償却費の算定方法 

   減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会計年度に係る減価

償却費の額を期間按分して算定しております。 

④ 繰延税金資産の回収可能性の判断 

   繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化が生じて

おらず、かつ、一時差異等の発生状況について著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決算に

おいて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

   税金費用については、主として当第３四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

  

２．その他の情報



（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

１．資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

 これにより、営業損失及び経常損失は 千円増加し、税金等調整前四半期純損失は 千円増加し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 千円であります。 

  

２．「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10

日）を適用し、退職給付引当金の数理計算上の差異を定率法から定額法による費用処理に変更しております。

  これにより、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は、それぞれ 千円減少しておりま

す。 

  

３．表示方法の変更（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示しており

ます。 

  

3,015 112,854

125,553

5,693



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,184,339 2,602,339

受取手形及び売掛金 4,750,510 6,441,690

商品及び製品 2,611,111 1,499,891

仕掛品 340,009 103,547

原材料及び貯蔵品 846,998 954,057

その他 400,866 248,017

貸倒引当金 △1,314 △1,287

流動資産合計 11,132,521 11,848,256

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,299,602 1,289,637

機械装置及び運搬具（純額） 709,231 789,993

土地 2,745,926 2,751,257

建設仮勘定 11,962 54,605

その他（純額） 116,565 160,835

有形固定資産合計 4,883,288 5,046,329

無形固定資産 58,378 70,311

投資その他の資産   

投資有価証券 1,081,474 1,124,990

その他 377,061 370,797

貸倒引当金 △125,366 △133,634

投資その他の資産合計 1,333,169 1,362,154

固定資産合計 6,274,836 6,478,795

資産合計 17,407,357 18,327,051



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,285,032 2,967,586

短期借入金 700,000 1,600,000

未払費用 865,734 1,074,448

未払法人税等 19,689 49,379

未払消費税等 － 32,784

賞与引当金 106,325 221,065

完成工事補償引当金 20,277 20,727

その他 649,585 535,001

流動負債合計 5,646,645 6,500,994

固定負債   

長期借入金 700,000 700,000

退職給付引当金 107,741 100,811

役員退職慰労引当金 100,537 87,650

資産除去債務 133,098 －

その他 233,587 108,272

固定負債合計 1,274,965 996,734

負債合計 6,921,610 7,497,728

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,352,250 3,352,250

資本剰余金 2,868,896 2,868,896

利益剰余金 4,074,204 4,394,800

自己株式 △116,193 △116,132

株主資本合計 10,179,157 10,499,814

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 306,589 329,508

評価・換算差額等合計 306,589 329,508

純資産合計 10,485,747 10,829,323

負債純資産合計 17,407,357 18,327,051



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 9,942,750 9,911,317

売上原価 7,872,474 7,933,492

売上総利益 2,070,276 1,977,824

販売費及び一般管理費 2,097,626 2,040,549

営業損失（△） △27,350 △62,725

営業外収益   

受取利息 713 646

受取配当金 10,984 11,461

受取ロイヤリティー 12,134 10,042

還付消費税等 13,382 14,386

その他 5,185 5,384

営業外収益合計 42,400 41,922

営業外費用   

支払利息 37,836 20,632

その他 502 1,028

営業外費用合計 38,339 21,661

経常損失（△） △23,289 △42,463

特別利益   

貸倒引当金戻入額 7,722 6,977

固定資産売却益 186 2,289

特別利益合計 7,908 9,267

特別損失   

投資有価証券売却損 － 3,889

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 109,839

固定資産除却損 4,563 3,054

減損損失 1,177 －

特別損失合計 5,740 116,783

税金等調整前四半期純損失（△） △21,120 △149,979

法人税等 20,077 108,700

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △258,679

四半期純損失（△） △41,198 △258,679



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △21,120 △149,979

減価償却費 352,730 363,810

減損損失 1,177 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 109,839

投資有価証券売却損益（△は益） － 3,889

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,352 △6,284

受取利息及び受取配当金 △11,698 △12,108

支払利息 37,836 20,632

売上債権の増減額（△は増加） 1,641,074 1,691,180

たな卸資産の増減額（△は増加） △515,525 △1,240,622

仕入債務の増減額（△は減少） △478,635 317,446

その他 137,758 △58,830

小計 1,135,245 1,038,972

利息及び配当金の受取額 11,698 12,108

利息の支払額 △38,083 △20,566

法人税等の支払額 △35,438 △56,825

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,073,422 973,689

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却による収入 － 1,264

有形固定資産の取得による支出 △210,363 △436,016

有形固定資産の売却による収入 1,634 8,953

長期貸付金の回収による収入 － 4,748

その他 △12,814 △5,545

投資活動によるキャッシュ・フロー △221,543 △426,595

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △700,000 △900,000

長期借入金の返済による支出 △12,500 －

配当金の支払額 △35,306 △61,891

その他 △4,317 △3,201

財務活動によるキャッシュ・フロー △752,123 △965,093

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 99,754 △417,999

現金及び現金同等物の期首残高 2,601,175 2,602,339

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,700,929 2,184,339



該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品の用途によって区分しております。 

２．各事業の主な製品 

(1）土木事業…セグメント、プレス土木及びＲＣ土木製品の製造・販売、並びに、これ等に係る土木工事 

(2）建築事業…コンクリート系プレハブ住宅の設計・施工・販売・補修、コンクリート部材の製造・販売 

３．会計処理の方法の変更 

前第３四半期連結累計期間 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、売上高は、建築事業で778,615千円増加し、営業損失は、

建築事業で217,606千円減少しております。   

  

 前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

   

 前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

    

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

事業の種類別セグメント情報

  
土木事業
（千円） 

建築事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  7,226,866  2,715,884  9,942,750  －  9,942,750

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 5,506  6,107  11,614  (11,614)  －

計  7,232,373  2,721,992  9,954,365  (11,614)  9,942,750

営業利益又は営業損失（△）  61,261  △88,611  △27,350  －  △27,350

所在地別セグメント情報

海外売上高



１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、地域別製販一体型事業部制度を導入し業務運営を行っておりますが、本社事業部、技術部、生産・

施工技術部及び経営管理部は各地域事業部を統括する役割を担い、取り扱う製品・サービスについての包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社は、取り扱う製品・サービスを基礎としたセグメントから構成されており、「土木事業」

及び「建築事業」の２つを報告セグメントとしております。なお、セグメント、プレス土木及びＲＣ土木製品

については、集約基準の要件を満たしており、適切な情報を提供するために「土木事業」に集約しておりま

す。 

「土木事業」は、セグメント、プレス土木及びＲＣ土木製品の製造・販売、並びに、これ等に係る土木工事

を行っております。「建築事業」は、鉄筋コンクリート系プレハブ住宅の設計・施工・販売・補修を行ってお

ります。  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

（単位：千円）  

 （注） １．調整額は、セグメント間取引消去であります。 

     ２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と一致し

ております。  

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。   

該当事項はありません。  

  

セグメント情報

  土木 建築 合計
調整額 
（注）  

四半期連結損益
計算書計上額 

売上高  

外部顧客への売上高  7,093,761  2,817,555  9,911,317  －  9,911,317

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 11,746  12,517  24,264  △24,264  －

計  7,105,508  2,830,072  9,935,581  △24,264  9,911,317

セグメント利益又はセグメン

ト損失（△） 
 71,340  △134,065  △62,725  －  △62,725

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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